Theoretical Issues of Community Welfare by 藤松, 素子
地域福祉をめぐる論点と課題
――地域福祉の成立要件とは何か――















は じ め に
2011 年 3 月 11 日におきた東日本大震災により，被災地における人々の生命，健康，生活，



















































































































この「住民参加型在宅福祉サービス」の先駆けとなったのが，1980 年 12 月に設立された武
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